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【海津市】の取組事例

①防災出前講座等で使用する資料

①防災出前講座等の機会を活用した広域避難の啓発

 堤防の決壊による水害が発生した場合、市内の広範囲で長期
間にわたる浸水被害が予想されることから、市民に対して、
水害の発生が懸念される早い段階で、市外の親戚・知人宅、
ホテル、旅館等に広域避難することを推奨しており、防災出
前講座をはじめ、あらゆる機会を通じて周知啓発を行ってい
る。

②災害時の相互応援に関する協定の締結

（R5：飯田市（長野県） R6：羽曳野市（大阪府））

 災害発生時に、被災者支援や応急復旧等が円滑に実施される
よう、物資・資機材の提供や職員の派遣、被災者の受入れ等
を行う災害時相互応援協定について、同時に被災する可能性
の低い自治体との締結を進めている。

・ 市民の安心安全の確保

・ 市民の防災意識の醸成・向上

・市民のより早い段階での避難行動の実行

・広域避難先の確保 ②災害時相互応援協定の締結

取り組んでいること

取組の狙い

取組結果・期待される効果
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【愛西市】の取組事例
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取組んでいること

取組の狙い

取組結果・期待される効果

愛知県西尾張市町村の災害対応に関する相互応援協定

①防災ハンドブックを活用して、想定される自然災害が発生した
場合に、どう備えたらいいか等、市民に対して周知啓発を実施。
②R6.11に県と合同で実施した稲沢市との広域避難訓練をR7年
度も実施に向け調整中。

③毎年実施している市総合防災訓練のほか、資機材取扱い訓練
や避難経路の確認等、各自主防災会で50回の訓練を実施した。

・災害時は、「自助」「共助」「公助」の３つが連携することで、自分や

家族の身の安全、地域で支え合うことで被害を最小限に抑える。

・広域避難や事前避難を市民に対して周知啓発。

・自然災害発生に備え、食料品や日用品は「ローリングストック」
で備蓄すること。1週間～10日間家族が過ごせる量の推奨。



【津島市】の取組事例

取組んでいること

取組の狙い

取組結果・期待される効果

①マッチング先の江南市と広域避難の実現にむけて「顔の見える

関係」を構築中

②緊急時に自動起動する防災ラジオ(1世帯1台)の無償貸与

③出前講座等を通じた広域避難などの啓発

④災害時民間一時避難場所確保のための協定締結とHPでの

避難場所公開

①マッチング先との連携強化

②情報弱者に対する防災情報の提供

③住民の防災意識向上

④数多くの一時避難場所の確保

①広域避難体制の構築

②迅速な避難行動の開始

③広域避難の理解促進及び迅速な避難行動の開始

④逃げ遅れた場合の最寄りの避難場所への避難

②防災ラジオ

④災害時民間一時避難場所協定締結
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愛知県西尾張市町村の災害対応に関する相互応援協定



【弥富市】の取組事例

弥富市役所リエゾン連携訓練
（令和７年10月27日）

リエゾン連携訓練（図上訓練）

・弥富市役所リエゾン連携訓練（図上訓練） において、協議先の一宮市
への広域避難に関する想定を実施した。

・協議市との連携体制の確認

・協議市との連携強化

取組んでいること

取組の狙い

取組結果・期待される効果

①愛知県西尾張市町村の災害対応に関する相互応援協定

②浸水時における広域避難に関する協定（愛知学院大学）

取組んでいること

事前避難対象地域の住民などを対象とした広域避難訓練

・バスで広域避難先である愛知学院大学日進キャンパスへ移動し、

避難施設の見学や避難手順の確認、資器材の操作訓練を行った。

・住民に対する啓発活動の推進

・広域避難に関する認知度、理解度の向上

取組の狙い

取組結果・期待される効果

愛知学院大学日進キャンパスへの
広域避難訓練（令和４年度～）
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【蟹江町】の取組事例

取組んでいること

取組の狙い

取組結果・期待される効果

愛知県西尾張市町村の災害対応に関する相互応援協定

①町民・町職員に対する広域避難に関する知識・意識の浸透

②広域避難に関する具体的な訓練の実施に向けて進行

①防災訓練・学習会による理解促進
・ 海抜０ｍ以下であり、長期間湛水が続くという地域特性から広域避難の必然性を周知

・ 指定避難所、広域避難先では、避難住民が避難所運営の主体となるため、町民の避難

所開設・運営訓練を継続実施

蟹江町地域防災訓練（３１全町内会参加）、その他防災訓練２回、防災学習会７回

・ 町民のみでなく町職員に対する避難所開設訓練、防災研修会等を実施

町職員避難所開設訓練（８回に分けて実施）、町職員防災研修会（４回に分けて実施）

災害対策本部活動訓練１回（全管理職員対象）

②カウンターパート（岩倉市）との相互の交流促進
・ 愛知県西尾張市町村の災害応援に関する相互応援協定に基づき、カウン

ターパートの岩倉市と広域避難に向けて「顔の見える関係」を構築中

・ 今後、広域避難の具現化に向けて連携を深化

①地域特性、被害想定とその対応に関する知識・意識の浸透

②他人事ではなく自らの問題であることの自覚の促進

③広域避難が重要な避難手段の選択肢として町民に浸透 岩倉市職員と各種行事を相互に研修

R7.8.31  蟹江町地域防災訓練
源氏才勝区避難所開設訓練
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【飛島村】の取り組み事例

①大口町への広域避難に係る協議の調整

• 協定実施細目に基づき大口町との面談及び意見交換の場を調整中

②事前避難先として名古屋市内のホテル等施設の情報掲載

• 名古屋市中村区内のホテル・旅館業組合と協議し、村公式ＨＰへ掲載するこ
とに同意のあった施設の一覧を掲載

• 令和７年度１０月時点では３４のホテルを掲載

①協定実施細目に基づく広域避難の実効性の担保

②広域避難について住民に周知するとともに広域避難先の候補提供

広域避難に関する住民の理解が深まることが期待される。

取り組んでいること

取組の狙い

取組結果・期待される効果

愛知県西尾張市町村の災害対応に関する相互応援協定
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【桑名市】の取組事例
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取組んでいること

①消防本部の高台移転（R7.6.2）

災害対応の核となる消防本部を浸水想定区域から安全な高台に移転した。これに伴い、災害

対策本部の代替施設も消防本部のある複合施設（クワナビスタ）に変更した。

②広域避難訓練の実施（R7.10.19、11.9、11.16）

令和５年度に策定した災害時広域避難計画に基づき、浸水想定区域内の住民が高台の避難

所へ避難する広域避難訓練を実施した。

③いなべ市、東員町への広域避難の協議（R5～）

桑員地域２市２町による「浸水時における広域避難に関する協定」（H28）に基づき、いなべ市、

東員町に避難者の受入れ要請を行った場合の、具体的な避難先施設等を検討することで合

意した。

④民間緊急避難場所の確保（R6～）

浸水想定区域内に立地する民間施設「春日神社会館 THE KASUGA」及び「ホテル エスバリュ

ー桑名」と災害協定を締結し、緊急避難場所として指定した。

取組の狙い

①消防本部を水害リスクから守る
②浸水想定区域内の住民に広域避難の必要性を周知する
③避難所の分散化
④逃げ遅れた場合の緊急避難場所を確保する

①防災機能の強化
②住民の防災意識の向上
③避難所の生活環境の向上
④逃げ遅れによる犠牲者をなくす

取組結果・期待される効果

広域避難訓練の様子

新消防庁舎等複合施設



【木曽岬町】の取組事例

取組んでいること

取組の狙い

取組結果・期待される効果

浸水時における広域避難に関する協定

① 避難者の移送手段の確保

災害等の緊急時において、移動の手段を持たない要配慮者などを避難所等に移送する協定を三重交
通㈱ （H23.8）と㈱セントラルサービス（H27.4） と締結している。

② 指定避難所の確保 （R5.1）

地震・津波、風水害、その他の災害等が発生した、又は発生する恐れがある場合に、町外の指定避難
所として、町民を受け入れる協定を県立いなべ総合学園高等学校と締結している。

③ 指定緊急避難場所の確保（R6.1）
地震・津波、風水害、その他の災害等が発生した、又は発生する恐れがある場合に、町内14ヶ所目と
なる指定緊急避難場所として 干拓地内のESR弥富木曽岬DCを使用できる協定を締結している。

④ 防災訓練の実施（R7.3）
津波浸水（南海トラフ地震）を想定した全町民対象の指定緊急避難場所への避難訓練等を定期的に
実施している。

⑤ 防災対策事業補助金
住民が購入した防災グッズ（19品目）に対して補助金を交付（補助率1/2、上限1人5,000円）している。

⑥ 木曽岬町防災フェアの開催
官民一体となり、防災に関する知識や体験を通じて学ぶ場として、毎年、防災フェアを開催している。

・避難訓練やイベントを通じた自助共助の意識の向上
・防災対策事業補助金の活用による自助の充実強化

・町内全域に浸水の可能性があることから、全町民を対象にした避難訓練を定期的に実施することは有
効である。
・幅広い補助メニューであるため、より各世帯のニーズに応えることができ、自助の充実強化に繋がる。
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【愛知県（海部地域）】の取組事例

被災市町村 津島市 愛西市 弥富市 あま市 大治町 蟹江町 飛島村

主たる
応援市町村

1 江南市
2 岩倉市

1 稲沢市
2 扶桑町

1 一宮市
2 江南市

1 犬山市
2 大口町

1 扶桑町
2 犬山市

1 岩倉市
2 一宮市

1 大口町
2 稲沢市

取組んでいること

取組の狙い

取組結果・期待される効果

①市町村の取組み
「愛知県西尾張市町村の災害対応に関する相互応援協定」 の中で、対口支援先を実施細目（令和６年３月１日）として整
理し、広域避難を含めた応援・受援関係を具体化

②県（防災安全局）の取組み
津波浸水想定域内の救出・救助活動拠点として「ゼロメートル地帯広域防災活動拠点」を整備
（木曽三川下流域Ⅰ（愛西市）は令和５年３月に供用開始、木曽三川下流域Ⅱ（弥富市）は令和８年供用開始予定）

③海部県民事務所の取組み
海部地域の市町村と「海部地域津波・浸水避難研究会」を組織し、現在は発災後の広域避難の取組方針を検討中
（南海トラフ地震による広域一時滞在（発災後の広域避難）を想定し、広域避難者数の推定や効率的な避難者の移
送方法を検討している）

海抜ゼロメートル地帯が広がる海部地域では、津波浸水はじめ水害被害が
大規模化・長期化するおそれがあることから、水平避難先の確保や湛水時
の避難生活環境を確保するため、広域避難を検討している。

【木曽三川下流域Ⅱ（弥富市）完成予想図】

避難先や避難方法をあらかじめ検討しておくことで、発災後の広域避難の
実施を円滑なものとする。



【岐阜県】の取組事例
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取組んでいること

取組の狙い

取組結果・期待される効果
Ｒ６緊急対策チーム図上訓練の様子

①岐阜県及び市町村災害時相互応援協定の締結
 県と県下全４２市町村との間で「岐阜県及び市町村

災害時相互応援協定書」を締結している。
【西濃圏域】

・海津市含む西濃７市町で「西濃地域における越境
避難に関する協定書」を締結している。

②西濃管内市町との意見交換
 西濃管内８市町と防災に関する事項について、意見

交換を実施している。

③緊急対策チーム図上訓練の実施
 広域避難等を想定したシナリオにより、訓練を実施。

災害時に円滑に避難できるよう、下記を目的としている。
 平時から、市町村と密に連携する。
 県職員の災害対応力向上を図る。

 市町村との連携強化及び県職員の災害対応力向上



【三重県】の取り組み事例

締結式における４市町及び
桑名地域防災総合事務所所長

締結式における木曽岬町長
（写真右）といなべ総合学園校長

①桑員地域2市2町による「浸水時における広域避難に関する協定」（平成28年10月26日）

②木曽岬町と県立いなべ総合学園による「災害時における避難所としての使用に関する
協定」（令和5年1月30日）

新規追加

③三重県における被災地域の広域応援ブロック体制を確立（令和７年3月）

・被災ブロックと同時に被災する可能性が低い組み合わせを第3位まで決めることにより応援協定の

実効性を高める取り組みを開始

・応援ブロックの第１位は被災ブロックとお互いペアになるよう組み合わせて、日頃より緊密な連携体制
を構築

取り組み事例（できていること）

課 題

実効性を担保するもの・こと

・広域避難に向けた具体的
な訓練やシミュレーション、
広域避難先の受け入れ施
設の拡充

・県内の各地域が応援する
仕組みについて、実際の運
用に向けた課題の検討・訓

練 等

各種訓練の実施による習熟、関係者による顔の見える関係の構築等

被災
ブロック

応援ブロック

第１位 第２位 第３位

桑名 伊賀 津 四日市

四日市 松阪 桑名 鈴鹿

鈴鹿 伊勢 四日市 桑名

津 尾鷲・熊野 鈴鹿 伊賀

伊賀 桑名 伊勢 松阪

松阪 四日市 尾鷲・熊野 津

伊勢 鈴鹿 伊賀 尾鷲・熊野

尾鷲・熊野 津 松阪 伊勢
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